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小規模企業共済制度とは
小規模企業共済制度は、小規模企業の個人事業主、共同経営者または会社等
の役員が個人事業主の廃業、個人事業主の廃業に伴う共同経営者の退任、疾病・
負傷による共同経営者の退任、会社等の解散、会社等の役員の疾病・負傷に
よる退任をした場合等、第一線を退いたときの生活の安定または事業の再建
等を図る資金をあらかじめ準備しておくための共済制度です。小規模企業者
の相互扶助の精神に基づき、自らの拠出による共済制度を確立することによっ
て、小規模企業者の福祉の増進と小規模企業の振興に寄与することを目的と
しています。
本共済制度に加入後６か月以上経過し、加入者に上記のような事態が生じた
場合に、掛金の納付月数に応じて、共済金が支払われます。

制度の特色
１. 個人事業主の廃業、個人事業主の廃業に伴う共同経営者の退任、疾病・負

傷による共同経営者の退任、会社等の解散、会社等の役員の疾病・負傷に
よる退任などの場合は、共済金を受け取れます。
受取りは、「一括受取り」、「分割受取り」または「一括受取りと分割受取り
の併用」のいずれかの方法を選択できます。（「分割受取り」または「一括
受取りと分割受取りの併用」を選択する場合には、一定の要件が必要です。）

２. 税法上、共済金は退職所得扱い（一括受取り）または公的年金等の雑所得
扱い（分割受取り）となります。 

３. 掛金月額は、毎月 1,000 円～７万円の範囲です。
 全額が所得控除の対象となります。
４. 一定の資格を有する方は、納付した掛金の範囲内で、事業資金等の貸付制

度を利用できます。（担保・保証人は不要）
 地震、台風、火災等の災害時にも、貸付けを受けられます。
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本共済制度に加入できる方は、次のいずれかに該当する小規模企業者です。
（１）建設業、製造業、運輸業、不動産業、農業などを営む場合は、常時使用

する従業員の数が 20 人以下の個人事業主または会社の役員
（２）商業（卸売業・小売業）、サービス業を営む場合は、常時使用する従業

員の数が５人以下の個人事業主または会社の役員
（３）事業に従事する組合員の数が 20 人以下の企業組合の役員や常時使用す

る従業員の数が 20 人以下の協業組合の役員
（４）常時使用する従業員の数が 20 人以下であって、農業の経営を主として

行っている農事組合法人の役員
（５）常時使用する従業員の数が５人以下の弁護士法人、税理士法人等の士業

法人の社員
（６）上記（１）（２）に該当する個人事業主が営む事業の経営に携わる共同

経営者（個人事業主１人につき２人まで）
（注１）常時使用する従業員には、家族従業員や臨時の従業員、共同経営者（２人まで）は含みません。
（注２）加入後の地位の確認（ご契約者が共同経営者の場合）
 ３年毎に加入時から引き続き事業主の方と共に事業の経営に携わっていることを確認するた

め、機構から状況確認のための文書をお送りします。この通知を受領した場合は、「共同経
営者の地位にあることの申告書」とともに、加入時に提示いただく書類（①事業主の方の
確定申告書、②事業主の方との共同経営契約書、③次のいずれかの書類（社会保険の標準報
酬月額通知、事業主の方の青色申告決算書、事業主の方の白色申告決算書（賃金台帳も確認）、
賃金台帳、国民健康保険税・介護保険料簡易申告書等の業務の執行に対する報酬の支払い事
実が確認できる書類）の写しの３点を機構に送付してください。

 なお、ご契約者が共同経営者でなくなっている場合は、掛金納付月数の通算申出または共済
金等の請求を行う必要があります。

１ 加入資格等
加
入
に
つ
い
て
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加入資格のない方の例は次のとおりです。
（１）配偶者等の事業専従者（ただし、共同経営者の要件を満たしていれば共

同経営者として加入できます。）
（２）協同組合、医療法人、学校法人、宗教法人、社会福祉法人、社団法人、

財団法人、NPO 法人（特定非営利活動法人）等の直接営利を目的とし
ない法人の役員等

（３）給与所得者が、副業的にアパート・マンションなどを経営している場合
（４）会社等の役員とみなされる方（相談役、顧問その他実質的な経営者）で

あっても、商業登記簿謄本に役員登記されていない場合
（５）生命保険外務員等
（６）独立行政法人勤労者退職金共済機構が運営する「中小企業退職金共済制

度」「建設業退職金共済制度」「清酒製造業退職金共済制度」「林業退職
金共済制度」（以下「中退共等」）の被共済者である場合

（注１）２つ以上の事業を行っている事業主および共同経営者の方は「主たる事業の業種」で加入し
ていただきます。

（注２）会社等の役員とは、次の方をいいます。
 ①株式会社、有限会社の取締役または監査役の方

②合名会社、合資会社、合同会社の業務執行社員の方（業務執行社員を定款で定めた場合、
その定められた社員。）

（注３）共済契約締結後に加入資格がなかったことが判明した場合、加入資格を喪失した時点に遡っ
て契約締結の取消を行い、払込金額を返還します。なお、返還された金額について、すでに
所得控除を受けている場合は修正申告が必要となります。

（注４）中退共等の契約者となっている小規模企業者に該当する事業主は、中退共等の被共済者では
ないため、通常の加入審査を経て、小規模企業共済に加入いただけます。
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小規模企業および中小企業で働く従業員の方を対象とした退職金制度と
して「中小企業退職金共済制度」、「建設業退職金共済制度」、「清酒製造
業退職金共済制度」および「林業退職金共済制度」があります。
この制度についての詳しいことは、下記へお問い合わせください。

 独立行政法人 勤労者退職金共済機構
  TEL.03-3436-0151（代）
  http://www.taisyokukin.go.jp/

加
入
に
つ
い
て
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（１）手続き窓口
 本共済制度への加入手続きは、独立行政法人 中小企業基盤整備機構（以

下「機構」）と業務委託契約を結んでいる団体（以下「委託団体」（注１））
または金融機関（以下「代理店」（注２））の窓口で行ってください。

（注１）委託団体 ： 機構と業務委託契約を結んでいる商工会、商工会議所、中小企業団体中央
会、事業協同組合、青色申告会等

（注２）代理店 ： 機構と業務委託契約を結んでいる銀行、信託銀行、信用金庫、信用組合、商
工組合中央金庫および農業協同組合の本支店

（２）必要書類
 委託団体または代理店の窓口に備え付けてある、小規模企業共済契約申

込書（様式○小 101）（以下「契約申込書」）および小規模企業共済掛金
預金口座振替申出書（様式○小 201）（以下「掛金預金口座振替申出書」）
に必要事項を記入し、押印してください。

（注）契約申込書および掛金預金口座振替申出書は、機構に直接送付しないでください。

（３）申込金
 加入手続きの際には、申込金（１か月分の掛金・現金）が必要です。こ

の申込金は、共済契約が成立すると、第１回目（申込みをした月分）の
掛金となります。（注）

（注）加入後２か月目以降の掛金を前納される方は、申込金のほか、前納掛金もあわせて加入
時にお支払いください。

（４）契約成立後の流れ
 共済契約は、申込日が契約の成立日となります。また、契約成立後 40

日程度で、以下の書類を送付します。
 ①　小規模企業共済手帳（注）
 ②　小規模企業共済制度加入者のしおり及び約款

（注）小規模企業共済手帳の中には、小規模企業共済契約締結証書、掛金月額変更申込書等が
含まれています。

２ 加入手続き
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（１）掛金月額
 掛金月額は、 1,000 円から７万円までの範囲内（500 円単位）で自由

に選択できます。

（２）納付方法
 毎月の掛金は、預金口座振替で納付となります。（振替日 ： 毎月 18 日。

18 日が休日または休業日の場合は翌営業日。）掛金の振替請求は、加
入申込みを行った翌々月から開始します。また、初回の預金口座への掛
金振替請求は、加入申込みを行った月の翌月分と翌々月分の掛金の計２
か月分となります。その後の掛金については、１か月分ずつ預金口座か
らの引き落としによる納付となります。

 [ 掛金納付の例 ]
 ４月５日に掛金月額７万円で加入の申込みを行い、２回目以降の掛金を

預金口座振替により納付する場合

（注）掛金を 12 か月以上滞納すると、共済契約が解除されます。
上記の「毎月払い」のほかに、「半年払い」または「年払い」があります。（例えば、６
月に加入の方は、毎年６月・12 月が半年払い月、６月が年払い月となります。）

（３）前納・後納
 掛金は前納できます。前納すると、一定割合の前納減額金が受取れます。
 また、納付期限を過ぎた掛金を納付する際には、後納割増金が必要とな

ります。

掛　金３

掛
　
金

４月５日 ５月 ６月 18 日 ７月 18 日

加入申込み
掛金月額７万円
※申込金７万円は

４月分の掛金と
なります。

機構は共済契約者の指
定した預金口座から６
月 18 日に５月分と６
月分の掛金の２か月分
14 万円を請求します。

７月分の掛金
７万円を請求しま
す。（８月以降も
同様となります。）



7

（４）掛金月額の増額・減額
 掛金月額の増額は、 500 円単位で、最高限度額（７万円）まで増額で

きます。一方、掛金月額の減額は、次のいずれかの理由により、掛金の
納付の継続が困難であると認められた場合に限り、1,000 円まで減額
できます。

 ①　事業経営の著しい悪化
 ②　疾病または負傷
 ③　危急の費用の支出

④　売上げの減少、支出の増加等により事業経営の著しい悪化が見込ま 
れるとき

（５）掛止め
 次のいずれかの理由により、掛金の納付を一定期間（６か月または 12

か月）停止できます。
 ①　所得がなく掛金の納付が著しく困難なとき

②　災害に遭遇し、または入院しているため掛金の納付が著しく困難な
とき

 なお、掛金の掛止めを行う場合は、次の点にご注意ください。
（注１）掛止め期間は、共済金等の計算のための共済契約期間には入りません。

（例）掛止め期間は、老齢給付を請求するために必要な共済契約期間（15 年）に入り
ません。

（注２）掛止め期間は、共済金等の退職所得控除額の計算のための共済契約期間には入りません。
（注３）掛止め期間経過後に、掛止め期間中の掛金を納付できません。

（６）税法上の取扱い
 掛金は税法上、全額を小規模企業共済等掛金控除として、課税対象とな

る所得から控除できます。また、１年以内の前納掛金も同様に控除でき
ます。なお、掛金は、共済契約者ご自身の収入の中から納付していただ
きますので、事業上の損金または必要経費には算入できません。

（注）所得控除の対象となる掛金は、その年に納付期限が到来し、実際に納付したものに限り
ます。
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（１）共済金等の額の算定方法
 （共済金等の額）　＝　（基本共済金）　＋　（付加共済金）
 共済金または準共済金の額は、基本共済金と付加共済金の合計金額（「二

階建て方式」）となります。
 

●付加共済金とは

●基本共済金とは

（注）共済金請求時に、基本共済金と付加共済金の合計金額をまとめて受け取れます。

共済金等の受取り４

付加共済金（毎年度）

＋
基本共済金
（固定額）

〈「二階建て方式」のイメージ図〉

毎年度の運用収入等に応じ
て、経済産業大臣が毎年度
定める率により算定される
金額です。

掛金月額、掛金納付月数に
応じて、共済事由ごとに小
規模企業共済法施行令（政
令）の別表において規定さ
れる金額です。

共
済
金
等
の
受
取
り
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（２）共済金等の受取方法
共済金等の受取方法には、「一括受取り」、「分割受取り」および「一括
受取りと分割受取りの併用」の３種類があります。
①　「一括受取り」

共済金Ａ、共済金Ｂ、準共済金、解約手当金のいずれの場合にもで
きる受取方法です。

②　「分割受取り」
共済金Ａおよび共済金Ｂ（注）について、次の要件（ア）～（イ）
のすべてを満たしている場合にできる受取方法です。

（ア）共済金の額（未返済の貸付金または未納掛金等があるときは
共済金の額からこれらを控除した後の額）が 300 万円以上
であること。

（イ）共済事由が生じた時点で満 60 歳以上であること。
③　「一括受取りと分割受取りの併用」

共済金Ａおよび共済金Ｂ（注）について、次の要件（ア）～（ウ）
のすべてを満たしている場合にできる受取方法です。

（ア）共済金の額（未返済の貸付金または未納掛金等があるときは
共済金の額からこれらを控除した後の額）が 330 万円以上
であること。

（イ）分割でお受け取りいただく共済金の額が 300 万円以上で、
かつ、一括でお受け取りいただく共済金の額が 30 万円以上
であること。

（ウ）共済事由が生じた時点で満 60 歳以上であること。

（注）いずれの場合も共済契約者死亡による請求を除きます。
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〈分割受取りによる共済金の受取内容〉
「分割受取り」による共済金の受取内容は次のとおりです。

ⓐ　受取時期 ： 毎年２月、５月、８月および 11 月の３か月ごとに年４回
ⓑ　受取期間：10 年または 15 年（いずれかを選択できます）
ⓒ　分割共済金の額（１回当たりの額）：

共済金の額（分割対象額）に次の率を乗じて得た額が毎回の分割共済
金額になります。なお、分割共済金の受取時点で定められた分割支給
率は、受取期間中変わりません。
○受取期間が 10 年の場合
　分割共済金の額
　＝ 共済金の額 × 分割支給率（0.0263＋経済産業大臣の定める率）
○受取期間が 15 年の場合
　分割共済金の額
　＝ 共済金の額 × 分割支給率（0.0180＋経済産業大臣の定める率）
※分割支給率は、将来、経済情勢や金利水準等が大きく変化した場合

には、変更されることがあります。
ⓓ　繰上受取り：分割共済金は、分割受取りで共済金を受給されている方

が死亡した場合はその相続人が、また、重度障害その他
特別の事情が生じ、本人から請求があった場合は本人が、
受取期日が未到来の分割共済金を一括して繰上げて受け
取れます。（なお、繰上げて受け取る額はその時点の価
額に割り戻した額となります。）

共
済
金
等
の
受
取
り
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（３）共済事由および基本共済金等の額［共済金等の税法上の

掛金月額１万円の場合

Ａ共済事由 Ｂ共済事由

個人事業主

◎個人事業の廃止
 （注）配偶者、子へ事業を全部譲渡し

た場合を除きます。
◎個人事業主の死亡

◎老齢給付（65 歳以上で 180 か月以
上掛金を納付した方は請求すること
により受給権を得ます。）

会社等役員

◎会社等の解散
 （注）組織変更により会社を解散した

場合を除きます。

◎会社等役員の疾病又は負傷による退任
◎会社等役員の死亡
◎老齢給付（65 歳以上で 180 か月以

上掛金を納付した方は請求すること
により受給権を得ます。）

共同経営者

◎個人事業主の廃業に伴う共同経営者
の退任

◎共済契約者の死亡
◎共同経営者の疾病又は負傷による退任

◎老齢給付（65 歳以上で 180 か月以
上掛金を納付した方は請求すること
により受給権を得ます。）

共済事由

地位

掛金
納付年数 掛金合計額 共済金Ａ 共済金Ｂ

５年 600,000円 621,400円 614,600円

10年 1,200,000円 1,290,600円 1,260,800円

15年 1,800,000円 2,011,000円 1,940,400円

20年 2,400,000円 2,786,400円 2,658,800円

30年 3,600,000円 4,348,000円 4,211,800円
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取扱いについては次項（５）を参照して下さい。］

共
済
事
由
・
基
本
共
済
金
等

準共済事由 解約事由

◎個人事業主が配偶者又は子に事業の全部譲渡
◎個人事業主が金銭以外の出資により、同一の

事業を営む会社を設立し、その会社の役員に
就任しなかった

◎個人事業主が金銭以外の出資により、同一の
事業を営む会社を設立し、その会社の役員に
就任した（役員たる小規模企業者となったと
きを除く。）

平成 23 年 1 月以降加入（平成 23 年 1 月以降
に共済事由が発生し、同一人通算・承継通算手
続きをした場合を含みます）した方で法人成り
した場合
◎制度への加入が平成 23 年 1 月以降で、加入後

法人成りし、その会社の役員に就任しなかった
◎制度への加入が平成 23 年 1 月以降で、加入

後法人成りし、その会社の役員に就任した（役
員たる小規模企業者となったときを除く。）

◎任意解約
◎ 12 か月以上の掛金滞納のため、機構によ

る共済契約の解除
◎個人事業主が金銭以外の出資により、同一

の事業を営む会社を設立し、その会社の役
員たる小規模企業者となった

◎共済金の不正受給

平成 23 年 1 月以降加入（平成 23 年 1 月以
降に共済事由が発生し、同一人通算・承継通
算手続きをした場合を含みます）した方で法
人成りした場合
◎制度への加入が平成 23 年 1 月以降で、加

入後法人成りし、その会社の役員たる小規
模企業者となった

◎会社等役員の退任（疾病・負傷・死亡・解散
を除く）

◎任意解約
◎ 12 か月以上の掛金滞納のため、機構によ

る共済契約の解除
◎共済金の不正受給

◎個人事業主の配偶者又は子への事業の全部譲
渡に伴い、共同経営者が配偶者又は子へ事業
の全部譲渡（共同経営者の地位の譲渡）

◎個人事業主が法人成りし、共同経営者がその
会社の役員に就任しなかった

◎個人事業主が法人成りし、共同経営者がその
会社の役員に就任した（役員たる小規模企業
者となったときを除く。）

◎任意解約
◎ 12 か月以上の掛金滞納のため、機構によ

る共済契約の解除
◎個人事業主が法人成りし、共同経営者がそ

の会社の役員たる小規模企業者となった
◎共同経営者の退任による解約
◎共済金の不正受給

準共済金 解約手当金

600,000円
●掛金納付月数に応じて、掛金合計額の

80% ～ 120% 相当額がお受け取りい
ただけます。掛金納付月数が、240 か
月（20 年）未満の場合は、掛金合計額
を下回ります。

1,200,000円

1,800,000円

2,419,500円

3,832,740円
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（注）１.「予定利率」及び給付水準の体系
①本制度では、お受け取りいただく共済金や解約手当金の額を、小規模企業共済法に基づき同法施行令（政

令）の別表により定めております。
②本制度は、お預かりした掛金を原資に一定の運用収入を見込んで共済金や解約手当金の額を設定してお

り、この運用収入の見込みを算出する際の利回りを「予定利率」といいます。
③本制度の「予定利率」は、1.0％となっています。
④共済金、準共済金及び解約手当金の給付水準の体系は、相互扶助の精神に基づき、事業をやめたとき等

にお受け取りいただく共済金の額を高めに設定し、任意性の高い解約手当金等の額を低めに設定してい
ます。

２. 基本共済金及び付加共済金
①このしおりに掲載されている共済金額及び準共済金額は、小規模企業共済法に基づき同法施行令 ( 政令 )

で定められた「基本共済金」の額です。
②「基本共済金」の他に「付加共済金」が算定されている場合は、その額が加算されます。
「付加共済金」とは、法令の規定により、毎事業年度の運用収入等に応じて経済産業大臣が定める率によ
り算定されます。「付加共済金」の制度は、平成８年度から導入されておりますが、平成 22 年度までは
ゼロとなっています。

３.「予定利率」の変遷等
①「予定利率」は、小規模企業共済法の規定により、金利水準の低下等厳しい資産運用環境下で制度の長

期的安定を確保するため、将来の収支見通し等に基づく検討がなされ、これまでに次のとおり変更が行
われています。

【これまでの変更状況】 平成　８年４月～　それまでの「6.6％」から「4.0％」に変更
  平成 12 年４月～　それまでの「4.0％」から「2.5％」に変更
  平成 16 年４月～　それまでの「2.5％」から「1.0％」に変更
　また、「予定利率」は、将来、経済情勢や金利水準等が大きく変化した場合には、同様の検討がなされ、

今後も変更されることがあります。
②これまでの「予定利率」の変更においては、加入いただいてから「予定利率」が変更されるまでの掛金

納付月数に相当する共済金等の額は、変更前の「予定利率」に基づく共済金等の額が保証されています。
「予定利率」が変更されるまでの掛金納付月数に相当する期間に遡って変更後の「予定利率」を適用する
ことはされていません。

③平成 16 年４月の改正においては、資産運用環境の変化に対応した共済制度の運用を図るため、「予定利
率」の変更が迅速にできるよう、これまで小規模企業共済法に規定されていた共済金等の額は、同法施
行令 ( 政令 ) で規定されることとなりました。

４. 共済金Ａ・Ｂ
①共済事由が生じた時点で、掛金納付月数が６か月以上の場合にお受け取りいただけます。（６か月未満は、

掛け捨てとなります。）
②共済事由が生じた時点で、掛金納付月数が 36 か月未満の場合は、掛金合計額となります。
③共済金Ａの額は、概ね 25 年目までに共済事由が生じた場合は、掛金を約 1.5％の率で複利運用した元

利合計額となり、概ね 25 年目以降 35 年目までの間に共済事由が生じた場合は 1.5％から 1.0％に向
けて段階的に低下し、35 年目以降共済事由が生じた場合は、概ね 1.0％に見合ったものとなります。

④共済金Ｂの額は、掛金を予定利率と概ね同率の 1.0％の率で複利運用した元利合計額に見合ったものと
なります。

５. 準共済金
①共済事由が生じた時点で、掛金納付月数が 12 か月以上の場合にお受け取りいただけます。（12 か月未

満は、掛け捨てとなります。）
②掛金納付月数が 222 か月（18 年６か月）までは掛金合計額、223 か月（18 年７か月）以降は共済

金Ｂの 91％相当額となります。
６. 解約手当金
①掛金納付月数が 12 か月以上の場合にお受け取りいただけます。（12 か月未満は、掛け捨てとなります。）
②解約手当金の額は、掛金納付月数が 12 か月以上 84 か月未満までは支給率 80％、84 か月目から６か

月単位で支給率が段階的に増加し、240 か月以上 246 か月未満では支給率 100％、以降段階的に増
加し、最高で 120％となります。

※共済金Ａ・共済金Ｂ・準共済金の額は源泉徴収前の共済金等の額です。したがって掛金月額、契約期間
によっては、手取額が掛金合計額を下回る場合があります。
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共済金の額
（分割対象額）

10 年分割受取りの場合
３か月ごとに  （月額換算では） 受取総額

3,000,000 円 78,900 円 （ 26,300 円 ） 3,156,000 円

5,000,000 円 131,500 円 （ 43,833 円 ） 5,260,000 円

10,000,000 円 263,000 円 （ 87,666 円 ） 10,520,000 円

15,000,000 円 394,500 円 （ 131,500 円 ） 15,780,000 円

30,000,000 円 789,000 円 （ 263,000 円 ） 31,560,000 円

共済金の額
（分割対象額）

15 年分割受取りの場合
３か月ごとに  （月額換算では） 受取総額

3,000,000 円  54,000 円 （ 18,000 円 ） 3,240,000 円

5,000,000 円 90,000 円 （ 30,000 円 ） 5,400,000 円

10,000,000 円 180,000 円 （ 60,000 円 ） 10,800,000 円

15,000,000 円 270,000 円 （ 90,000 円 ） 16,200,000 円

30,000,000 円 540,000 円 （ 180,000 円 ） 32,400,000 円

（注１）上記の共済金の全部または一部を分割してお受け取りいただく場合の１回あたりの分割共済
金の額は、共済金の額に 10 年分割の場合は 0.0263、15 年分割の場合は 0.0180 の分割
支給率を乗じて算定しています。

（注２）分割共済金の受取時点で定められた分割支給率は、受取期間中変わりません。

（５）共済金等の税法上の取扱い
お受け取りいただく共済金等は、税法上次のように取扱われます。

　一括受取り共済金（死亡以外によるもの） ： 退職所得扱い
　　　　　〃 （死亡によるもの） ： 死亡退職金扱い（相続税）
　分割共済金 ： 公的年金等の雑所得扱い
　準共済金 ： 退職所得扱い
　解約手当金
　　○任意解約：一時所得扱い（ただし、解除日において満 65 歳以上の場

合は退職所得扱い）
　　○ 12 か月以上の掛金滞納による機構解約：一時所得扱い
　　○法人成りに伴う解約手当金：退職所得扱い
　　○共同経営者の退任による解約：一時所得扱い（ただし、退任日におい

て満 65 歳以上の場合は退職所得扱い）
（注）●退職所得扱いの場合は機構にて源泉徴収します。

●分割共済金における公的年金等の雑所得扱いとは、その年中にお受け取りいただいた分割共
済金にそのほかの公的年金等の額を加えた額から公的年金等控除の額を差し引いた額が課税
対象となります。

（４）分割共済金の額

共
済
事
由
・
基
本
共
済
金
等
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共済金等の請求事由が生じても、次のいずれかに該当する場合、共済金等の
支給を受けず、所定の手続きを行うことにより、今までの掛金納付月数を通
算して共済契約を続けられます。ただし、申出期間は共済金等の請求事由が
生じてから１年以内です。また、通算申出人は小規模企業者である場合に限
ります。なお、中小企業退職金共済制度（特定業種退職金共済制度を含む）
の被共済者は通算できません。
　〔同一人通算〕（旧共済契約者と通算申出人は同一人です。）

①　個人事業主の地位で加入されている方が、事業を廃止、法人成りまたは
事業の全部譲渡

②　会社等の役員の地位で加入されている方が、会社の解散または役員を
退任

③　共同経営者の地位で加入されている方が、同一の事業を営む個人事業
主の事業の廃止・法人成り・全部譲渡、または共同経営者本人の疾病・
負傷により、共同経営者を退任

④　共同経営者の地位で加入されている方が、同一の事業を営む個人事業
主の配偶者または子への事業譲渡あるいは相続により、共同経営者の
地位を配偶者または子へ譲渡

上記①～④のいずれかに該当し、かつ、下記のいずれかの場合
（ア）新たに個人事業を始めた場合
（イ）会社等の役員に就任した場合
（ウ）新たに個人事業の共同経営者に就任した場合

（注）共同経営者の地位で加入されている方は、独立開業、のれん分け、自己都合に
より共同経営者を辞めた場合などは、任意解約扱いとなります。この場合、小
規模企業者であっても同一人通算の手続きを行うことができず、共済契約を継
続できません。特に独立して開業を目指している方は十分ご注意ください。

掛金納付月数の通算５
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〔承継通算〕（旧共済契約者の配偶者または子に限って１回のみ通算するこ
とができます。）

①　個人事業の全部を譲り受けた場合
②　個人事業主の死亡により、その事業の全部を相続した場合
③　個人事業主が配偶者または子へ事業を全部譲渡あるいは相続したこと

に伴い、共同経営者の地位を配偶者または子へ譲渡した場合
④　共同経営者の死亡により、その地位を相続した場合

（※承継通算は課税対象となりますので、詳細はお近くの税務署におたずね
ください。）

なお、通算の手続きは、通算申出書兼契約申込書（同一人通算の場合は様式
○小 141、承継通算の場合は様式○小 144）に必要事項を記入し、それぞれの
事由に応じた必要書類を添えて、委託団体または代理店に提出し確認印を受
けたうえで、直接機構に送付してください。

掛
金
納
付
月
数
の
通
算
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契約者の方が納付した掛金から算定した貸付限度額の範囲内で、事業資金等
の貸付けが受けられます。

    

共済契約者貸付制度６

貸付種類 内容および特色 貸付資格要件

（１）一般貸付 簡易迅速に事業資金または事業
に関連する資金を貸付ける制度
※貸付資格判定時期

①加入後、貸付資格判定時（４月末日および
10 月末日）までに、12 か月以上の掛金を
納付していること。

　ただし、前納掛金は含みません。
②掛金の納付月数に応じて算定される貸付限

度額が、貸付資格判定時において 10 万円
以上に達していること。

（２）傷病災害
時貸付け

疾病または負傷により一定期
間入院をしたため、または災
害救助法の適用された災害等
または一般災害（火災、落雷、
台風、暴風雨等）により被害
を受けたため経営の安定に支
障が生じた場合に事業資金を
貸付ける制度

一般貸付けの資格を取得している共済契約者
で、次のいずれかに該当している方。
①疾病または負傷の場合は、５日以上入院（退

院後の通院を含め５日間）したことについ
て証明を受けていること。

②災害救助法が適用された災害またはこれに
準ずる災害として機構が認める災害の場合
は、市町村の商工会、商工会議所、中小企
業団体中央会、その他相当の団体から資格
要件について証明を受けていること。

③一般災害の場合は、罹災について市町村・
消防署等から罹災証明を受けていること。

（３）創業転業時
・新規事業展開

等貸付け
（平成23年４月

１日統合予定）

（創業転業時）
掛金納付月数通算制度の利用
により、新規開業・転業後に
共済契約を再び締結する意思
を有する者に対して、新規開
業・転業を行う場合に必要な
資金を貸付ける制度

（新規事業展開等）
共済契約者の事業多角化に要
する資金および共済契約者の

一般貸付けの資格を取得している共済契約者
で、創業転業時の場合には次に該当する確認
を、新規事業展開等の場合には次のいずれか
に該当する確認を、市町村の商工会、商工会
議所、中小企業団体中央会、青色申告会のい
ずれかの団体から受けた方。

（創業転業時）
①共済事由または準共済事由が生じているこ

と、または生じることが確実と認められる
こと。

②新規開業・転業を行う意思を持っていること。
③新規開業・転業後も小規模企業者であること。
④共済金等を請求せずに、新規開業・転業後

に再び共済契約者となり、前後の共済契約
について掛金納付月数を通算すること。

（新規事業展開等）
① 現在の事業に加え、新たな事業分野に進出

する意思を持っていること。

借入申込期間 貸 付 限 度 額 の
算 定 基 準 日

  4.1 ～ 9.30 前年 10 月末日
10.1 ～ 3.31 当 年 ４ 月 末 日

（１）貸付制度の概要と資格要件
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共
済
契
約
者
貸
付
制
度

貸付種類 内容および特色 貸付資格要件

後継者が新規開業に要する資金
または事業多角化に要する資金
を共済契約者に貸付ける制度

②共済契約者（会社等の役員の場合を除きま
す。）の後継者が、新たに事業を開始する意
思を持っていること。

③後継者が現在の事業に加え、新たな事業の
分野に進出する意思を持っていること。

（ ４）福 祉 対 応
貸付け

共済契約者または同居する親
族の福祉向上のために必要な
住宅改造資金、福祉機器購入
等の資金を共済契約者に貸付
ける制度

一般貸付けの資格を取得している共済契約者
で、次に該当する方。
①共済契約者または同居の親族が高齢者（65

歳以上）または身体障害者であること。
②高齢者または身体障害者の身体機能の低下

に対応するための住居または事業所の改築
等または福祉機器等の購入計画を持ってい
ること。

（５）緊急経営安
定貸付け

経済環境の変化等に起因した
一時的な売上の減少により、
資金繰りに著しい支障をきた
している共済契約者に経営の
安定を図るための事業資金を
貸付ける制度

一般貸付けの資格を取得している共済契約者
で、次のいずれかに該当する確認を市町村の
商工会、商工会議所、中小企業団体中央会、
青色申告会その他相当の団体から受けた方。
①最近３か月間または６か月間の売上高が前

年同期に比して５% 以上減少しており、か
つ、今後も減少が見込まれること。

②最近３か月間または６か月間の売上高が２
年前または３年前の同期に比して５% 以上
減少しており、かつ、前年同期に比して減
少しており、かつ、今後も減少が見込まれ
ること。

③機構が認める要因の影響を受け、１か月間
の売上高が前年同月に比して急激に減少す
ることが見込まれること。

（６）事業承継貸
付け

（平成 23 年４月
１日施行予定）

事業承継に要する資金を貸付
ける制度

一般貸付けの資格を取得している共済契約者
で、事業を承継したことまたは承継する意思
を持っていることの確認を市町村の商工会、
商工会議所、中小企業団体中央会、青色申告
会その他相当の団体から受けた方。
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（２）貸付条件　　各貸付けの条件は次のとおりです。
一般貸付け 傷病災害時貸付け

創業転業時・新規事業展
開等貸付け

（平成 23 年４月１日統合予定）

（１）貸付限度額 掛金の範囲内です。（掛金納付月数により、掛金の７割～９割となります）

貸付額（上限） 1,000 万円 原則 1,000 万円 1,000 万円

貸付額（下限） 10 万円以上 50 万円以上 50 万円以上

あわせ貸しの 
場合 複数の種類の契約者貸付けをあわせて借りる場合は、1,500 万円が上限となります。

（２）貸付金の 
使途

事業資金（運転・設備） 
事業関連資金 事業資金（運転・設備） 事業資金（運転・設備） 

事業関連資金

（３）貸付期間

①貸付額 100 万円以下
　６か月または 12 か月
②貸付額 105 ～ 300 万円
　６か月、12 か月
　または 24 か月
③貸付額 305 ～ 500 万円
　６か月、12 か月、24 か月
　または 36 か月
④貸付額 505 万円以上
　６か月、12 か月、24 か月、
　36 か月または 60 か月

①貸付額 500 万円以下
　36 か月（３年）
②貸付額 505 万円以上
　60 か月（５年）

①貸付額 500 万円以下
　36 か月（３年）
②貸付額 505 万円以上
　60 か月（５年）

（４）償還方法

① 貸付期間が６か月と 12 か
月は、期限一括償還

② 貸付期間が 24 か月、36 か
月および 60 か月は、６か
月ごとの元金均等割賦償還

６か月ごとの
元金均等割賦償還

６か月ごとの
元金均等割賦償還

（５）利率
1.5%

（平成 16 年４月１日以降）
（金利情勢等を踏まえて設定）

0.9%
（平成 16 年４月１日以降）

（金利情勢等を踏まえて設定）

0.9%
（平成 16 年４月１日以降）

（金利情勢等を踏まえて設定）

（６）利子支払 
方法

①期限一括償還
　貸付時一括前払い
②割賦償還
　貸付時および償還時に
　６か月分前払い

貸付時および償還時に
６か月分前払い

貸付時および償還時に
６か月分前払い

（７）延滞利子 年 14.6% 年 14.6% 年 14.6%

（８）担保・ 
保証人 不   要 不   要 不   要

（９）申込受付 
期間

代理店の営業日に
随時受付

傷病／入院した日から
６か月以内
災害／災害が発生した日か
ら６か月以内

創業転業時／事由発生日から
１年以内または事由発生予告
日前６か月から
新規事業展開等／事業多角化
または新規事業開始等予定日
前６か月から

（10）借入窓口
登録した代理店（登録申出が
ない場合は商工組合中央金庫
の本店または支店）

商工組合中央金庫の
本店または支店

商工組合中央金庫の
本店または支店

（注１）貸付利率について
最新の貸付利率は、機構ホームページ（http://www.smrj.go.jp/）をご参照ください。
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貸
付
条
件

福祉対応貸付け 緊急経営安定貸付け 事業承継貸付け
（平成 23 年４月１日施行予定）

（１）貸付限度額 掛金の範囲内です。（掛金納付月数により、掛金の７割～９割となります）

貸付額（上限） 1,000 万円 1,000 万円 1,000 万円

貸付額（下限） 50 万円以上 50 万円以上 50 万円以上

あわせ貸しの 
場合 複数の種類の契約者貸付けをあわせて借りる場合は、1,500 万円が上限となります。

（２）貸付金の 
使途 福祉資金 事業資金（運転・設備） 事業資金（運転・設備）

（３）貸付期間

①貸付額 500 万円以下
　36 か月（３年）
②貸付額 505 万円以上
　60 か月（５年）

①貸付額 500 万円以下
　36 か月（３年）
②貸付額 505 万円以上
　60 か月（５年）

①貸付額 500 万円以下
　36 か月（３年）
②貸付額 505 万円以上
　60 か月（５年）

（４）償還方法 ６か月ごとの
元金均等割賦償還

６か月ごとの
元金均等割賦償還

６か月ごとの
元金均等割賦償還

（５）利率
0.9%

（平成 16 年４月１日以降）
（金利情勢等を踏まえて設定）

0.9%
（平成 16 年４月１日以降）

（金利情勢等を踏まえて設定）

0.9%（予定）
（平成 23 年４月１日以降）

（金利情勢等を踏まえて設定）

（６）利子支払 
方法

貸付時および償還時に
６か月分前払い

貸付時および償還時に
６か月分前払い

貸付時および償還時に
６か月分前払い

（７）延滞利子 年 14.6% 年 14.6% 年 14.6%

（８）担保・ 
保証人 不   要 不   要 不   要

（９）申込受付 
期間

改築等または購入予定日前
６か月から　

売上高が減少した最近３か
月間または６か月間として
算定された最終月の翌月か
ら３か月以内

事業承継日から１年以内または
事業承継予定日の１年前から

（10）借入窓口 商工組合中央金庫の
本店または支店

商工組合中央金庫の
本店または支店

商工組合中央金庫の
本店または支店

（注２）傷病災害時貸付けの貸付限度額
共済契約者（会社等の役員であるときは、その会社等）が前年度確定申告書に添付した決算
書に基づき次の計算を行って得た額が 1,000 万円を超えるときは、この計算を行って得た額。

［計算式］　　（流動負債 − 当座資産）＋ １/ ２（給与 ＋ 賃金 ＋ その他の経費）
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（１）掛金の全額所得控除による節税額一覧表
課税される
所得金額

加入前の税額 加入後の節税額

所得税 住民税 掛金月額
10,000円

掛金月額
30,000円

掛金月額
50,000円

掛金月額
70,000円

200万円 102,500円 204,000円 20,500円 56,500円 92,500円 128,500円

400万円 372,500円 404,000円 36,000円 108,000円 180,000円 238,000円

600万円 772,500円 604,000円 36,000円 108,000円 180,000円 252,000円

800万円 1,204,000円 804,000円 39,600円 118,800円 198,000円 277,200円

1,000万円 1,764,000円 1,004,000円 51,600円 154,800円 258,000円 361,200円

（注１）課税される所得金額とは、その年分の総所得金額から、基礎控除、扶養控除、社会保険料控
除等を控除した後の額で、課税の対象となる額をいいます。
なお、課税される所得金額は、所得税、住民税それぞれで控除額が異なるため、実際には同
一になりませんが、本表は課税される所得金額を同一として、加入後の節税額を目安として
表記しておりますのでご注意ください。

（注２）税額は、平成 22 年１月１日現在の税率に基づいています。
（注３）節税額の計算については、機構のホームページの加入シミュレーションをご活用ください。

（http://www.smrj.go.jp/skyosai/simulation/index.html）

参考例
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参
考
例

（２）共済金の計算例
 平成 22 年４月に掛金月額１万円で加入した共済契約者が、平成 27 年

４月に掛金月額を２万円増額し、その後平成 32 年４月に２万円増額し
た後、平成 37 年３月に個人事業を廃止した場合の基本共済金の額は、
次のとおりです。

 （ただし、付加共済金は除きます。）

60か月60か月 60か月

60か月 60か月

60か月 60か月

60か月

60か月

〔掛金月額〕

５万円

４万円

３万円

２万円

１万円

（2回目の増額）

（1回目の増額）

（c）

（b）

（a）

 平成 22年 平成 27年 平成 32年 平成 37年
 ４月 ４月 ４月 ３月

〔　計算　〕
掛金区分 共済金Ａ

掛金月額 掛金納付月数 掛金納付合計額 掛金区分ごとの基本共済金

（ａ）10,000円 180か月 1,800,000円 ①　2,011,000円

（ｂ）20,000円 120か月 2,400,000円 ②　2,581,200円

（ｃ）20,000円   60か月 1,200,000円 ③　1,242,800円

合　　　　　計 ①＋②＋③＝5,835,000円

（注）上表の①～③の基本共済金の額は、小規模企業共済法施行令の別表により算定した金額です。



23

（３）解約手当金の計算例
 平成 22 年８月に掛金月額１万円で加入した共済契約者が、平成 30 年

８月に掛金月額を１万円増額し、その後、平成 35 年８月に掛金月額を
更に３万円増額し、その後、平成 36 年７月に掛金月額を１万円減額し、
平成 43 年２月に任意解約した場合の解約手当金の額は次のとおりで
す。

96か月 60か月 11か月 80か月

60か月 11か月 80か月

11か月 80か月

11か月 80か月

11か月

〔掛金月額〕

５万円

４万円

３万円

２万円

１万円

（d）

（c）

（b）

（a）

 平成 22年 平成 30年 平成 35年 平成 36年 平成 43年
 ８月 ８月 ８月 ７月 ２月

〔　計算　〕
掛金区分 掛金区分に係る

掛金納付月数に
対する支給割合

解約手当金額
掛金月額 掛金納付月数 掛金納付合計額

（ａ）10,000円 247か月 2,470,000円 100.25% ①　2,476,175円

（ｂ）10,000円 151か月 1,510,000円 88.75% ②　1,340,125円

（ｃ）20,000円   91か月 1,820,000円 81.25% ③　1,478,750円

（ｄ）10,000円   11か月    110,000円 80.00% ④　 88,000円

合　　　　　計 ①＋②＋③＋④
＝5,383,050円
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１．加入取扱い窓口
機構の業務を取扱っている商工会、商工会議所、中小企業団体中央会、
中小企業の組合、青色申告会等の委託団体または銀行、信用金庫、信用
組合、商工組合中央金庫等の金融機関です。

２．手続方法
加入申込みの手続きは、委託団体または金融機関の窓口に備え付けてあ
る契約申込書および掛金預金口座振替申出書に必要事項を記入、押印し、
申込金（現金で納付、第１回目の掛金に充当）を添えて申し出てください。
契約申込書は、機構に直接送付しないでください。

３．掛金月額
1,000 円から 500 円単位で最高７万円までとなっており、自由に設
定できます。

４．払込方法
「毎月払い」、「半年払い」、「年払い」から選択できます。「半年払い」ま
たは「年払い」を希望される方は、申込みの際に申込金のほかにそれぞ
れ５か月分・11 か月分の掛金を納付していただきます。

（たとえば、６月に加入の方は、毎年６月が年払い月、６月・12 月が半
年払い月となります。） 

加入の申込手続きは、次のとおりです。

参
考
例



お問い合わせと加入のお申し込み先

窓口電話のご案内

本共済制度の内容についてのお問い合わせと加入のお申込みは、独立行政法
人 中小企業基盤整備機構と業務委託契約を結んでいる次のところでお願いい
たします。

●商工会
●商工会議所
●中小企業団体中央会、中小企業の組合
●青色申告会
●金融機関の本支店

ホームページのご案内

共済相談室

受付時間 ： 平日 9：00 ～ 19：00　土曜 10：00 ～ 15：00

050-5541-7171

独立行政法人 中小機構基盤整備機構のホームページで
共済に関する情報を提供しています。ぜひご参考にしてください。

http://www.smrj.go.jp/

〒 105 − 8453　東京都港区虎ノ門 3 − 5 − 1　虎ノ門 37 森ビル

〔H22.12〕

中小企業と地域振興をもっとサポート




